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な
ど
は
納
期
内
に
納
め
ま
し
ょ
う

市
税
は
貴
重
な
自
主
財
源

　

市
の
事
業
に
必
要
な
経
費
は
❶
皆
さ
ん
が

直
接
市
に
納
付
す
る
市
税
❷
一
度
、
国
や
県
に

納
付
し
た
税
金
❸
事
業
や
財
政
状
況
に
応
じ

て
配
分
さ
れ
る
地
方
交
付
税
や
国
・
県
支
出

金
❹
長
期
に
わ
た
っ
て
借
り
る
市
債
―
な
ど

に
よ
っ
て
賄
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
市
税
に
よ
る
収
入
は
一
般
会

計
歳
入
の
約
２
割
。
市
に
と
っ
て
、
最
も
大
切

な
自
主
財
源
で
す
。

市
税
を
滞
納
す
る
と

　

市
税
な
ど
を
納
期
限
ま
で
に
納
付
し
な
い

場
合
、
未
納
分
を
一
括
で
納
付
す
る
こ
と
が
原

則
で
す
。
督
促
手
数
料
や
延
滞
金（
26
年
中
は

年
利
９
・
２
％
）
が
加
算
さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
特
別
な
事
情
が
あ
る
と
認
め
ら

れ
る
場
合
は
、
分
割
で
納
付
で
き
ま
す
。
失

業
、
病
気
や
災
害
な
ど
で
納
付
が
困
難
な
人

は
、
本
庁
収
納
課
ま
た
は
各
支
所
市
民
課
に

早
め
に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

　

税
金
を
滞
納
し
た
場
合
は
、
次
の
通
り
対

応
し
ま
す
。

①
督
促
状
の
送
達

　

納
税
義
務
者
に
対
し
て
納
付
を
促
す
督
促

状
を
送
付
し
ま
す

②
文
書
や
電
話
に
よ
る
案
内
・
催
告

　

督
促
状
を
送
付
後
も
納
付
さ
れ
な
い
場
合
、

納
税
案
内
セ
ン
タ
ー
の
専
門
の
オ
ペ
レ
ー

タ
ー
が
、
電
話
で
納
付
を
案
内
し
ま
す
。
電
話

で
案
内
が
で
き
な
い
場
合
は
、
文
書
を
送
付

し
て
納
付
催
告
を
行
い
ま
す
。

③
財
産
の
差
し
押
さ
え

　

催
告
後
、
納
税
相
談
や
納
付
が
な
い
場
合

は
、
法
律
に
基
づ
き
差
し
押
さ
え
な
ど
の
滞

納
処
分
を
行
い
ま
す
。
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差
し
押
さ
え
は
、
滞
納
者
の
意
思
に
関
わ

ら
ず
行
う
強
制
処
分
で
す
。
対
象
に
な
る
財

産
に
は
、
債
権
（
売
掛
金
な
ど
）、
不
動
産
や

自
動
車
、
給
与
、
預
貯
金
、
生
命
保
険
な
ど
が

あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
滞
納
が
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
、
早
期

完
納
に
至
る
納
付
計
画
が
示
さ
れ
な
い
場
合

や
納
付
意
識
が
な
い
と
判
断
し
た
場
合
、
こ

れ
ら
の
財
産
を
調
査
・
捜
索
し
、
厳
正
に
差

し
押
さ
え
を
行
い
ま
す
。

⑤
県
地
方
税
特
別
滞
納
整
理
機
構
へ
の
移
管

　

滞
納
の
中
に
は
、
他
債
権
と
の
競
合
や
滞
納

金
額
が
高
額
に
な
る
な
ど
、
専
門
的
な
対
応
が

必
要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
。
市
は
、
県
地
方
税

特
別
滞
納
整
理
機
構
に
加
入
。
先
進
事
例
や

実
務
知
識
を
共
有
し
な
が
ら
、
共
同
で
滞
納
整

理
を
行
っ
て
収
納
体
制
を
強
化
し
て
い
ま
す
。

※
県
地
方
税
特
別
滞
納
整
理
機
構
は
、
県
内
33
市
町
村

が
共
同
し
て
滞
納
整
理
を
行
う
専
門
組
織

忘
れ
ず
に
納
付
で
き
る
制
度
が
あ
り
ま
す

①
口
座
振
替
制
度

　

市
税
な
ど
の
納
付
に
は
、
口
座
か
ら
自
動

的
に
引
き
落
と
す
口
座
振
り
替
え
が
便
利

で
す
。
手
続
き
は
簡
単
。
市
内
の
銀
行
、
信

用
金
庫
、
農
協
、
労
働
金
庫
、
郵
便
局
の
窓

口
で
、
い
つ
で
も
受
け
付
け
て
い
ま
す
。
ま

た
、
市
役
所
収
納
課
や
各
支
所
市
民
課
な

ど
で
も
、
申
し
込
み
が
可
能
で
す
。

　

た
だ
し
、
相
続
な
ど
で
納
税
義
務
者
が
変

更
に
な
っ
た
場
合
な
ど
は
、
新
た
に
口
座
振

り
替
え
手
続
き
が
必
要
で
す
。
注
意
し
て
く

だ
さ
い
。

②
コ
ン
ビ
ニ
納
付

　

曜
日
や
時
間
に
関
係
な
く
、
納
付
書
に

記
載
し
て
い
る
使
用
期
限
ま
で
、
全
国
の
主

な
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
で
納
付
で
き

ま
す
。
た
だ
し
、
使
用
料
な
ど
の
中
に
は
納

付
で
き
な
い
も
の
が
あ
り
ま
す
。

納
税
貯
蓄
組
合
に
加
入
し
ま
し
ょ
う

　

納
税
貯
蓄
組
合
は
、
個
人
や
法
人
が
一
定
の

地
域
な
ど
を
単
位
に
任
意
で
組
織
し
て
い
る
団

体
で
す
。
自
主
納
税
の
推
進
を
図
る
た
め
、
納

税
資
金
の
貯
蓄
の
あ
っ
せ
ん
や
納
付
金
銭
の
取

り
ま
と
め
な
ど
を
行
い
ま
す
。

　

加
入
を
希
望
す
る
人
は
、
居
住
す
る
地
域

の
納
税
貯
蓄
組
合
長
に
加
入
届
を
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。
詳
し
く
は
、
居
住
す
る
地
域
の
納

税
貯
蓄
組
合
ま
た
は
本
庁
収
納
課
、
各
支
所

市
民
課
に
問
い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

税
だ
け
で
は
な
い
「
滞
納
」

　

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
必
要
な
財
源
は
、

税
の
ほ
か
、
保
育
所
・
幼
稚
園
の
保
育
料
、
市

営
住
宅
の
家
賃
、
奨
学
金
の
返
済
金
、
上
下
水

道
料
金
、
介
護
保
険
料
や
学
校
の
給
食
費
な

ど
施
設
の
利
用
者
や
個
別
の
事
業
（
サ
ー
ビ

ス
）
の
受
益
者
な
ど
が
負
担
す
る
使
用
料
や

負
担
金
―
な
ど
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
そ

の
事
業
（
サ
ー
ビ
ス
）
の
利
用
者
や
受
益
者
が

費
用
を
負
担
す
る
こ
と
で
成
り
立
っ
て
い
ま

す
。
滞
納
が
あ
る
と
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
困

難
に
な
り
、
納
付
し
た
人
の
お
金
で
不
足
を

補
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
市
政
に
と
っ
て
滞

納
は
大
き
な
課
題
で
す
。

　

い
ず
れ
も
滞
納
に
対
し
、
督
促
状
の
送
付
や

電
話
連
絡
・
訪
問
催
告
な
ど
の
ほ
か
、
連
帯
保

証
人
の
設
定
や
納
付
誓
約
書
の
提
出
を
求
め
る

な
ど
、
滞
納
解
消
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

納
付
に
関
す
る
相
談
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事

業（
サ
ー
ビ
ス
）
の
担
当
課
で
行
っ
て
い
ま
す
。

納
付
が
困
難
な
場
合
は
、
早
め
に
相
談
し
て

く
だ
さ
い
。

市

税

市
税
、
使
用
料
や
負
担
金
は
、
福
祉
・
教
育
・
生
活
環
境
の
整
備
な
ど
の
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
充
実
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
財
源
で
す
。

市
税
な
ど
に
滞
納
が
生
じ
る
と
、
財
源
の
確
保
と
市
民
負
担
の
公
平
性
を
保
て
な
く
な
り
、
皆
さ
ん
の
生
活
に
影
響
が
及
び
ま
す
。

市
は
、
市
税
等
収
納
対
策
委
員
会
を
設
置
し
ま
し
た
。
全
庁
が
連
携
し
て
滞
納
解
消
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

●延滞金

納期限の翌日から納付の日ま

での日数に応じて、税額に以下

の割合を乗じた金額です。

●延滞金の割合

①納期限の翌日から 1 ヵ月を

経過する日まで、原則として

「年7.3%」。26年は年2.9%

※ 26年 1月1日以後の期間は、「年
7.3％」と「特例基準割合（注）＋1％」の

いずれか低い割合

②納期限の翌日から1カ月を経

過した日以後、原則として「年

14.6％」。26年は年9.2%

※ 26年 1月1日以後の期間は、「年
14.6％」と「特例基準割合（注）＋7.3％」
のいずれか低い割合

《特例基準割合》

各年の前年に租税特別措置法

第93条第2項の規定によって、

財務大臣が告示した割合に年

1％を加算した割合。26年は年

1.9%

●延滞金の計算例

25年度固定資産税第4期分（納

期限26年2月28日）20万円を

26年4月30日に納めた場合

A／納期限の翌日から１カ月経

過する日（3月31日）までの期

間…200,000円×2.9%×31日

÷365=492円

B／それ以後の期間…200,000

円×9.2%×30日÷365=1,512

円

【合計】A+B=492円 +1,512円

≒ 2,000円　＊100円未満は切り

捨て


